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は じ め に

国や地域を対象に社会における経済活動を表す集計量を，複式簿記的表記方

法に従って体系的に記録する計算システムを広く社会会計 Social Accountingと

よんでいる。社会会計の原理に基づいて，国民経済循環の構造を勘定体系で表

す「国民経済計算」は，国際連合や EUなどの国際機関が提示する国際基準を

基に国際的な統一化や共通化が図られながら発展してきた。一方，国民経済内

部の地域経済の循環と構造を捉えることをねらいとする地域社会会計 Regional

Social Accountingは，わが国では「地域経済計算」と称され，都道府県を単位

とする「県民経済計算」を軸に国民経済計算に準拠する形をとりながら発展し

てきた。現行の地域経済計算は，国民経済計算の基本的な考え方や仕組みに基

づいて，幾つかの地域レベル１）で作成されているが，その体系や内容は国民経

済計算ほど網羅的ではなく，表章される勘定は限定されている。それでも県民

経済計算は都道府県の経済循環構造を体系的かつ総体的に表す唯一の総合経済

指標であり，地域経済分析の最も重要な資料である。

さて，２０００年代に入って，地域経済社会を取り巻く環境は大きく変化して

きている。経済のグローバル化の一層の進展にともなって地球規模での地域間

の経済的な連携・相互依存関係が強まるにつれて，国内の地域間交流・交易は

１）対象地域には，地域ブロック，都道府県，政令指定都市，中核市，市区町村がある。



弱まり，多くの地域が自立性を低下させた。しかし，一方では国家財政の危機

的状況がますます厳しくなり，従来のような公共事業や財政移転によって，地

域を支えるという構造は維持できなくなり，自立的な地域経済の確立が求めら

れている。地域は生活圏や産業集積地域を中心に域外との交流・連携や交易を

進めるという開放性とともに，より広域的な経済圏としての経済地域を形成し

て域内循環を高め自立化を強めることが重要な発展戦略となってきている。

一般に地域経済は国民経済に比べはるかに開放的で，対外取引の比重も高

い。それゆえ今日のように経済社会のボーダレス化・グローバル化が激しく進

展するなかでの地域経済の発展の可能性を評価するにあたって，その開放度と

自立性（逆に言えば対外依存性）について検討しておくことは重要である。本

稿では，このような視点から四国各県を対象に県民経済計算の各種データによ

り地域経済の循環構造と自立性について分析する。また，分析を通して県民経

済計算の有効性と問題点についても考察する。

１ 地域経済計算について

� 地域経済計算の考え方

現代社会においては，経済活動は，国民経済を単位として行われるばかりで

なく，数多くの国民経済をその中に含む世界経済という領域に拡大することも

あれば，またその一方で，国内の一部分である地域経済という単位にある程度

限定して行われる場合もある。広義の抽象的な「地域」は地表面上の限定され

た空間であるが，それを経済事象との関連で規定した「経済地域」は，現実に

経済活動が行われている具体的な地域であり，実質的意味と一定の範域をもっ

て捉えることができる。そこで，国民経済の内部に成立する地域経済を，一種

の「自立的な経済圏」としてとらえ，そこに経済循環の構造を想定するならば，

国民経済における国民経済計算と同じように，その地域についての「地域経済

計算」の体系を提示することができるであろう。もっとも実際に実質的な経済

地域を設定し，それを単位に地域経済計算を推計することは理論的にも技術的
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にもきわめて困難な作業となる。なによりも，地域経済計算は総合加工統計で

あり資料上の制約が大きい。ごく一部の小地域統計をのぞき，基礎データとな

る各種地域統計はほとんど行政区画を単位として作成されている。現段階にお

いては，推計を継続的に担っている作成主体であり，行政資料としての最大の

利用者である行政機関が管轄する区域を単位として作成することが最も現実に

適合しているといえよう。

実質地域であれ形式的な行政区域であれ，一般に国内の各地域経済は国民経

済よりも開放的でその自立性が低い。一般的に，国内における生産要素や生産

物の移動は国際間におけるよりもはるかに自由であり，さらに域内における各

種産業の完結性も低いので，域外との取引は一国の国外貿易よりもはるかに多

くなる。確かに国民経済計算と地域経済計算は，その体系の基本的考え方や枠

組みについては共通する部分も多いが，実際の推計に当たっては，一国につい

て推計を行う場合と国内における一地域について推計を行う場合とでは，概念

上および推計技術上の相異なる多くの問題が生じる。地域経済計算の結果を利

用するに当たっては，地域経済計算固有の困難な問題があり，それが推計値の

信頼性や正確性に影響していることに留意しなければならない２）。

� 日本の地域経済計算の現状

わが国の地域経済計算は県民所得統計を軸に発展を続けてきた。県民所得統

計は，第２次世界大戦後間もなく鹿児島県が推計を試みたのを発端に急速に普

及し，各都道府県の自主的推計作業として発展を続けた。その後中央当局が体

系や推計方法の標準化に着手し，各県での推計の進捗・発展と基礎資料の整備

に応じて，また，県民所得推計の基準となる国民所得統計あるいは国民経済計

算の方式改訂に伴って標準方式を作成・公表してきた。２０００年１０月にわが国

の国民経済計算が１９９３SNAを基準とする新しい体系へ移行したことに伴い，

２）地域経済計算の問題点および今後の展開方向については，鈴木多加史（１９９７）（１９９９）
（２００４）を参照されたい。
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現在は内閣府経済社会総合研究所から提示された 「県民経済計算標準方式

（２００２年版）」および「県民経済計算標準方式推計方式」（推計マニュアル）に

基づいて推計が行われている３）。県民経済計算の推計作業は SNAに準拠した

標準方式に基づき全都道府県で統一的に実施されているものの，基礎資料の整

備状況や推計の発展段階の相違などにより具体的な推計方式は全県同一ではな

い。しかし，各都道府県の具体的な推計方法は公表されていないので数値の厳

密な吟味は出来ないのが現状であり，本稿ではこの点を一々指摘しないで地域

間の計数比較を行っているので留意していただきたい。

各年度の県民経済計算「確報」は推計対象年度から１年半ないし２年程度遅

れて各都道府県のホームページあるいは報告書で公表されているが，地域の事

情により一部の勘定・表・指標が未整備ないし未公表のところがある。内閣府

経済社会総合研究所編『県民経済計算年報（各年版）』には４７都道府県および

１２政令指定都市について，�．総括表，�．主要系列表，�．付表の１部（経

済活動別県内総生産及び要素所得）が編集され公表されている。

さらにわが国では，多くの市町村について市町村民所得の推計が何らかの形

で実施されている。ただ，推計されている系列は生産，分配のみが大半であ

る。推計主体も市町村が独自に実施しているケース，県が一括して推計してい

るケース，県と市町村が共同で実施しているケースなどさまざまである。

このように急速に整備・普及が進んでいる県民経済計算はさまざまな問題を

内包しながらも，包括的で精緻化された計算体系であり，そこには地域経済分

析に有効な情報が豊富に含まれている。現行の県民経済計算の諸問題ととも

に，公表の早期化についても検討が行われ，さらに整備充実が図られつつあ

る４）。それでも今のところ行政当局を含め十分に活用されていないのが実情で

３）９３SNAに準拠した「県民経済計算標準方式推計方式（２００２年版）」に基づいて，１９９５年
基準（１９９０～２００３年度）及び２０００年基準（１９９６年度～）が推計・公表されている。
４）２００８年８月３０日現在，２２府県で「速報」が推計され，１４県で「四半期速報 QE」が推
計・公表されている。佐藤智秋「地域経済計算の現状と課題」経済統計学会（２００８年度），
２００８年９月６日による。
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あり，行政面・学術研究面から，また地域の視点・国民経済的視点からの利用

促進が望まれる。以下では，各都道府県および内閣府経済社会総合研究所のホ

ームページから利用可能な最新の県民経済計算データを用いて５），１９９０年代か

ら現在に至る四国のマクロ経済の状況を，開放度，自立性，依存性というテー

マを中心に分析を行うこととする。

２ １９９６年度から２００６年度の四国経済の動向

� 経済成長率の推移

まず，日本経済と四国経済の循環構造の差異とその変動を端的に表す経済成

長率の最近の動向を概観しておこう。図１は国内総生産（支出側，実質：固定

基準年方式）と県内総生産（同）の対前年増加率の推移を示したものである。

県内総生産の実質化については，２００４年度値推計からこれまでの固定基準年

方式（支出系列）に加え，連鎖方式（生産系列）が導入されているが，連鎖方

式では加法整合性が成立しないため各都道府県の積み上げから地域ブロック

計・全県計を求めることが出来ない。このため，ここでは固定基準年方式（支

出系列）を用いた。

日本経済の実質成長率は，１９８０年代後半には内需中心の大型景気により高

い水準で推移したが，バブル経済の崩壊によって９１～９３年度にかけて急低下

し，大都市圏では，域内総生産は急減してマイナス成長に落ち込んだ。一方，

四国では愛媛県と高知県は，８０年代後半の大型景気の時期にも比較的緩やか

な成長テンポを�り，バブル経済崩壊の影響も比較的緩やかで，９０年代に

入ってもそれほど成長テンポを落とすことなく堅調に推移した。それとは対照

的に，高速道路網の整備等の恩恵を受けて活況を呈していた徳島県と香川県は

日本経済並みの急激な下降を経験した。四国全体としては９５年度までやや成

５）各県については，当該県の HP上の公表データおよび別途提供を受けた平成１８年度計数
を用いた。全県については，内閣府経済社会総合研究所「平成１８年度県民経済計算」（２００９
年２月１２日公表）による。過年度分についても同時に公表された遡及改定値を用いた。
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長率を鈍化させる程度にとどまった。

日本経済は９４年度を底に数次にわたる景気対策や円高是正により回復基調

に転じ，９６年度は３．７％成長に回復した。四国でも９５年度に徳島県は４．４％，

香川県は３．１％，愛媛県は９６年度に３．７％の高成長を達成した。その後は全国

の景気が９６年度をピークに，９７年の消費税率引き上げ，金融不安等が重なっ

て急激に悪化した。期を同じくして四国の成長率は全国を越えて急低下し，９７

年度にはマイナス２．０％というこの期を通じて最低の成長率を記録した。９８年

度は２度の経済対策等により緩やかな改善が見られたものの，９９年度は再び

下降した。２０００年度は日本経済をやや上回る回復を遂げ，ほとんどの府県が

マイナス成長となった２００１年度もマイナス幅は全国より軽微であった。９６年

度から２００２年度にかけての四国経済は，隔年ごとにプラス成長とマイナス成

長を繰り返す不安定な経済状況で推移し，日本経済とは異なる様相を見せた。

なかでも愛媛県は３％超の成長からマイナス３．８％成長へと６～７ポイントの

振幅で乱高下した。

IT関連需要等を背景に長期不況を脱した日本経済は２００２年度以降，輸出の

拡大に支えられながら２％台の緩やかながら戦後最長の拡大過程を�った。こ

れに対し，四国は電気機械等の海外生産への移行などの影響でゼロないしマイ

ナス成長の低調な経済状況が続いた。ただ，県別にみるとこの期の経済動向は

さらにバラツキが大きくなった。徳島県は，９７年度を除きプラス成長を続け

比較的安定した動きを示しながらも，０３年度の３．６％成長の後は０４～０６年度

はマイナス成長に反落した。ゼロ成長ラインを上下していた香川県は０６年度

には一次金属を中心とする製造業の大幅増によって３．５％成長と好転した。同

様に愛媛県は長期低迷をようやく脱し，０６年度は金属産業の伸長によってプ

ラス成長に転じたが，依然として回復感に乏しい状況で推移している。高知県

は６年連続してマイナス圏を�り長期低落傾向に歯止めがかかっていない。

国際化の急激な進展等により地域ごとの経済環境が激変したこの期には，四

国経済は明らかに日本経済とは異なる展開を示している。また，４県の県内総
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生産の動きは各県経済がおかれている状況の違いをも窺わせるものである。

なお，国内（県内）総生産（支出側，実質：固定基準年方式）を９６年度と

０６年度で対比してみると，日本経済は低成長ながらこの間を通して年平均

１．１２％ずつ成長して１．１２倍の規模に拡大した。これに対し，四国合計の県内

総生産（実質）は，９６年の１４兆２，０９３億円から０６年１４兆２，０４８億円へと変

わらず，プラスとマイナスの波動を�りながら通してみれば増減無しのゼロ成

長であった。この結果，四国の対全国ウエイト２．８５％から２．５５％へ低下した。

そのうち徳島県の実質平均成長率は０．６５％・規模は１．０１倍，香川県は

０．２９％・１．０１倍とわずかに拡大した。一方，愛媛県は－０．３６％・０．９６倍，高

知県－０．４３％・０．９６倍と両県の経済規模は縮小した。四国経済にとってこの

期間はまさに失われた１０年間であった。

� 経済活動量からみた各県経済の特徴

１）総供給・総需要の県間格差

県民経済計算分析の１つの目的は各県経済の相対的地位（規模や格差）の把

握である。四国４県の経済活動量の相対的地位をみるため，１９９６年度と２００６

年度について総供給，総需要の規模と構成を示すと，図２～図６および表１，

表２のようである。総供給と総需要の計数は概念上一致６）すべきものである

が，推計方法や基礎データが異なることから幾分の開差は避けられず，統計上

の不突合が生じる。

まず，経済活動量の相対的規模を２００６年度の総供給（名目）でみると，四

国４県合計は３６兆３，６４１億円（全県計の２．７３％）で，そのうち３６．７％を愛媛

県が占め，次いで香川県２９．６％，徳島県１９．１％，高知県１４．７％の順となって

６）この均衡式は次の通りである。総供給＝中間投入＋県内総生産＋移入，総需要＝中間需
要＋最終需要＋総固定資本形成＋移出，両式より，県内総生産＝最終需要＋総固定資本形
成＋移出－移入，としてバランスする。県民経済計算では，生産（供給）側を基礎とする
ため，支出（需要）側に統計上の不突合を計上し，生産（供給）側と支出（需要）側の一
致を図っている。
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いる。愛媛県の総供給は１３兆３千億円で，高知県の２．５倍に相当し，９６年度

（２．４倍）に比べ両県の開きはわずかに拡大した。

経済活動量は，一般的に人口規模との間に強い相関があるので，総供給を総

人口１人当たりについてみると，県別の格差はかなり小さくなる。図２のよう

に，２００６年度の１人当たり総供給は，香川県が最も大きく，次いで愛媛県，

徳島県，高知県の順である。香川県の一人当たり総供給額は１，０６６万円で全県

平均１，１２３万円よりもやや小さく，高知県の１．５８倍の規模である。高知県は，

９６年度に比べ総人口が３．３％減少したにもかかわらず，一人当たり総供給額は

２．４％減少し，人口減を上回る経済規模の縮小が生じたことを示している。依

然として四国内の１人当たりの経済活動量にはかなりの格差が認められる。

さらに，総供給から中間投入と移入を除いた県内総生産（生産者価格表示）

を１人当たりについてみると，県別格差はさらに小さくなる。２００６年度の香

川県の一人当たり県内総生産は３７６万円で全県合計の平均値を３０万円ほど下

図２ 一人当たり総供給

（備考）内閣府「平成１８年度県民経済計算」より作成
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回り，高知県の１．２８倍の水準となった。依然として四国内の１人当たりの経

済活動量にはかなりの格差が認められる。加工貿易型の循環構造を持つ香川県

や愛媛県は，経済活動量の割には，付加価値（＝所得）の生産量が小さく，県

間格差はかなり解消する。しかし，このことから香川県が高知県よりも経済効

率が劣ると解するのは短絡的に過ぎる。この点についてより詳しく考察してい

こう。

２）総供給・総需要の動向と構成

四国４県合計の総供給は１９９６年度から２００６年度の間に，わずかに（９９．４％

の規模）に縮小し，経済規模の伸び率が最も高かった徳島県でも，この間の伸

びは１．０５倍（年平均増加率０．５％）に止まり，最低の高知県は，９５．７％の規

模に縮小（年平均０．４４％減）した。このため四国計が全県計に占める比重は，９６

年度の２．８１％から０６年度２．７３％に低下した。総供給（生産者価格表示）の変

動で見る限り，低迷する日本経済の中でも，四国の経済活動はさらに不活発で

あったといえよう。もっとも，バブル景気が崩壊した１９９２年以降はデフレ傾

向，とくに企業物価の下落が長年続いたことを考慮すれば，名目値で表示され

ている総供給の停滞は幾分割り引いて見なければならない。

総供給の内訳項目の変化をみると，この間に４県とも県内総生産（粗付加価

値額）の割合を低下させている。０６年度の四国計の県内総生産割合は１．３ポ

イント下がって３７．７％となり，全県合計の平均を１．３ポイント下回る水準に

ある。県内総生産比率は粗付加価値率に相当するものであり，一種の経済的効

率性を示す指標である。８０年代から９０年代前半かけては，サービス経済化に

伴ってこの比率が高まったが，その後の景気後退局面では量的不振ばかりでな

く，経済の質的高度化も停滞したことを物語っている。逆に中間投入割合は徳

島県以外で上昇し，四国平均は１．３ポイント上昇した。また，移入の割合は四

国計が持ち合いの中で，香川県の２ポイント上昇が目立っている７）。

つづいて０６年度の各県の総供給の内訳構成比をみると（表１），高知県と香

川県は対照的である。両県は中間投入の割合はともに比較的低くほとんど差が

５２ 松山大学論集 第２１巻 第１号
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７）財貨サービスの移出入は，海外および他県に対する財貨サービスの受払いであり，県外
居住者の県内消費支出や県内居住者の県外消費支出をも含んでいる。

図３ 総供給（１９９６年度）

（備考）内閣府「平成１８年度県民経済計算」より作成

図４ 総供給（２００６年度）

（備考）内閣府「平成１８年度県民経済計算」より作成
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ないのに，県内総生産の割合は高知県のほうが８．２ポイント高く，逆に，移入

率は香川県が６．８ポイント高くなっている。県内総生産割合の両県の差は９０

年度には１０ポイントあったので，この対照性は期を追って薄れているもの

の，両県の経済構造の違いを如実に映している。両県とも生産過程での原材

料・サービス等の中間投入率が低く，県内循環の迂回度が低い産業構造である

という共通性を持っている。その上で，高知県は第１次産業，第３次産業，お

よび第２次産業中の建設業と生活関連型工業のウエイトが高く，原材料等の移

入率が低い，つまり自給率が高い分だけ生産波及の県外漏出率は低くなるの

で，県内総生産の割合（すなわち粗付加価値率）が高くなっている。この意味

で，高知県は経済的効率性が高いともいえるが，同時にそれは製造業の集積が

乏しいということであり経済規模や所得水準を低位に留める要因ともなってい

る。他方，香川県は機械鉄工など中間素材型産業のウエイトが高く，原材料等

の移入率が４県中最も高くなっており，その分だけ生産波及の県外漏出率が高

くなるので，経済規模に比べて県内総生産比率が低くなっている。つまり他県

から移入した原材料・部品等の中間投入を加工し移出する過程で上乗せする付

加価値が相対的に低いということである。一般的に，産業集積が進んでいない

地域においては，生産の拡大に伴って移入を含む中間投入量が相対的に膨らむ

という状況が見られる。香川県は高度成長期以来の重化学工業を中心とした産

業集積過程から脱却できず，高付加価値型あるいは域内波及が大きい内発型産

１９９６年度 ２００６年度

中間投入 県内総生産 移入 中間投入 県内総生産 移入

徳島県 ３４．９ ３９．９ ２５．１ ３４．５ ３８．５ ２７．０

香川県 ３２．６ ３５．３ ３２．１ ３４．６ ３５．２ ３０．１

愛媛県 ３６．４ ３９．４ ２４．２ ３８．３ ３７．１ ２４．５

高知県 ３２．８ ４４．２ ２３．０ ３３．４ ４３．４ ２３．３

四国計 ３４．５ ３９．０ ２６．５ ３５．８ ３７．７ ２６．５

全県計 ３５．７ ３９．５ ２４．８ ３６．４ ３９．０ ２４．６

表１ 総供給の構成 （単位：％）

（備考）内閣府「平成１８年度県民経済計算」より作成
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業への転換が十分進んでいないことを裏付けている。愛媛県は基礎素材型産業

のウエイトが高く，中間投入率が最も高いものの，移入率は低いので，原材料

等中間財の相当部分は県内で調達され，県内で加工されて相応の県内総生産を

創出しているということであろう。徳島県は，中間投入率，移入比率ともに四

国の平均水準であるが，産業の高度化に伴う域外との交流の高まりを反映し

て，移入比率が２ポイント上昇したことが注目される。

３）総需要の動向と構成

次に四国経済の動向と特徴を需要面からみておこう。図５，図６，表２は

９６年度と０６年度について，総需要と各需要項目の規模と構成を示している。

総需要のうち中間需要（＝中間投入）については前述のとおりである８）。ここ

８）中間需要と中間投入は同一物の二面にすぎず，等価である。

図５ 総需要（１９９６年度）

（備考）内閣府「平成１８年度県民経済計算」より作成
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（１９９６年度） （２００６年度）

中間需要 民間最終消費支出
政府最終
消費支出

県 内 総
資本形成 移出 中間需要 民間最終消費支出

政府最終
消費支出

県 内 総
資本形成 移出

徳島県 ３５．２ １９．９ ９．４ １３．８ ２１．７ ３４．４ ２０．１ ９．７ １０．３ ２５．５

香川県 ３３．２ １７．８ ６．２ １０．４ ３２．５ ３５．１ １８．３ ７．６ ８．１ ３０．９

愛媛県 ３７．４ １８．４ ７．２ １１．８ ２５．２ ３７．９ １８．６ ８．１ ８．８ ２６．５

高知県 ３３．８ ２５．０ １１．９ １４．９ １４．４ ３４．４ ２７．５ １４．４ １０．６ １３．２

四国計 ３５．２ １９．５ ８．０ １２．２ ２５．１ ３５．９ ２０．１ ９．２ ９．１ ２５．７

全県計 ３５．８ １８．９ ５．９ １１．０ ２８．４ ３６．３ １９．４ ６．８ ８．７ ２８．８

図６ 総需要（２００６年度）

（備考）内閣府「平成１８年度県民経済計算」より作成

表２ 総需要の構成 （単位：％）

（備考）内閣府「平成１８年度県民経済計算」より作成
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では県内最終需要と移出に大別して１０年間の大まかな変動をみておこう。全

県平均では，移出のウエイトがわずかに高まり，その分県内最終需要の比重が

低下した。四国計もわずかに移出比率が高まったものの全国との格差は拡大

し，全県平均よりも３．１ポイント低い水準にある。その分だけ県内需要依存度

が高くなっている。県別に見ると幾分様相が異なる。香川県はもともと移出比

率が全県平均よりも高いが，ポイント差は３．１から２．１ポイントへ縮小した。

高知県の移出も実額・比率ともにダウンし，移出比率はさらに低下して

１３．２％となった。県内最終需要への依存（５２．４％）体質がますます強まる傾向

にある。逆に，徳島県と愛媛県の移出は実額・比率ともにアップした。徳島県

は移出比率が３．８ポイント上昇し，移出入とも県外取引が活発になっている。

つぎに，表３は各県の需要構造を少し異なる視点から見るため，移出入バラ

ンスを通して供給と需要を連結する概念である県内総生産（＝県内最終需要＋

総固定資本形成＋移出－移入）の需要項目別構成比を算出したものである。四

国全体では，県内最終需要（民間消費支出と一般政府消費支出）９）および企業

設備投資の割合はほとんど変わらず，公的固定資本形成，いわゆる公共投資の

割合がほぼ半減（３．５ポイント低下）し，実額で７，３６６億円減少した。純移出

（移出－移入）もわずかに低下して入超となった。四国においても公共投資や

純移出の落ち込みを，家計や政府の最終消費がカバーし，地域経済を下支えし

（１９９６年度） （２００６年度）

民間
消費

政府
消費

住宅
投資

企業設
備投資

公的固
定投資 在庫等 純移出

民間
消費

政府
消費

住宅
投資

企業設
備投資

公的固
定投資 在庫等 純移出

徳島県 ４９．５ ２３．２ ６．３ １５．４ １１．９ ０．６ －７．０ ５２．３ ２５．３ ３．２ １６．０ ７．０ ０．７ －４．４

香川県 ４９．４ １７．２ ５．４ １５．２ ７．５ ０．８ ４．５ ５１．４ ２１．２ ３．３ １４．９ ３．４ １．２ ４．７

愛媛県 ４５．５ １７．７ ５．１ １３．２ １０．０ ０．９ ７．５ ５０．７ ２２．２ ３．５ １４．１ ５．３ １．１ ３．２

高知県 ５４．９ ２６．１ ５．１ １２．８ １４．４ ０．５－１３．９ ６１．５ ３２．２ ３．３ １２．４ ７．８ ０．１－１７．４

四国計 ４８．９ ２０．１ ５．４ １４．１ １０．４ ０．８ ０．３ ５３．０ ２４．２ ３．３ １４．４ ５．５ ０．９ －１．３

全県計 ４７．５ １５．０ ５．４ １４．１ ７．７ ０．６ ９．７ ４９．８ １７．３ ３．７ １４．２ ４．０ ０．５ １０．４

表３ 県内総生産（名目，支出側）の需要項目別構成比 （単位：％）

（備考）内閣府「平成１８年度県民経済計算」より作成
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ている状況がよみとれる。２００６年度の構成比率を全県平均と比べると，政府

投資と民間消費がそれぞれ６．９ポイント，３．２ポイント上回り，反面で純移出

の開きがさらに拡大し９．１ポイントとなった。県別の構成比をみると，需要面

においても，香川県と愛媛県は対外依存型で純移出がプラスとなっており，そ

の分最終需要の割合がやや低くなっている。他方，徳島県と高知県は最終需要

と公共投資への依存度が高く，純移出が入超となっている。それでも徳島県は

企業設備投資の比重が高く，純移出の赤字幅は改善方向にあるので，移出型の

９）一般政府最終消費支出は，一般政府（県内に所在する国の出先機関，県，市町村の一般
会計，非企業特別会計）と社会保障基金の財貨サービスに対する経常的支出であり，人件
費，物件費などからなる。具体的には，政府サービス生産者の産出額から家計などのその
他の部門に対する商品・非商品販売額を控除し，これに健康保険の医療給付分や介護保険
給付分などの「現物社会給付」を加えたものを自己消費したものとみなして計上している。

図７ 県民総生産（支出側）需要項目別寄与度（９６→０６年度）

（備考）内閣府「平成１８年度県民経済計算」より作成
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新たな産業が育っていることが窺える。高知県は，民間消費，政府消費と公共

投資との割合が極めて高く，その分純移出の赤字幅が大きい。県内の域内向・

移出向産業の基盤が小さいため，県内需要に依存すればするほど純移出の赤字

幅が拡大するという循環構造が如実に現れている。

それでは，上記の需要構造がこの１０年間の各県の経済成長とどう関連して

いるのか。県内総生産（名目，支出側）の増加率（９６→０６年度）と需要項目

別寄与度（図７）をみると，徳島県以外の名目成長率はマイナスで，とくに高

知県と愛媛県は経済規模が７％余りも縮小した。落ち込みの要因を見ると，４

県そろって公的固定投資と住宅投資の寄与度は大幅なマイナス（高知県は－

７．１％）となっており，個人投資と政府投資が比較的堅調な政府消費や民間消

費を減殺して成長を押し下げたことがわかる。企業設備投資は概して低調で，

純移出も愛媛県（－４．５％）と高知県（－２．２％）では引き下げ要因となった。

３ 経済の開放度と経済的自立性

� 域際収支からみた四国経済

一般に地域経済は国民経済に比べはるかに開放的で，対外取引の比重も高

い。それゆえ今日のように経済社会のボーダレス化・グローバル化が激しく進

展するなかでの地域経済の発展の可能性を評価するにあたって，その開放度と

自立性（逆に言えば対外依存性）について検討しておくことは重要である１０）。

これまで，地域経済の開放度と自立性について，地域経済活動の総体を示す

総供給・総需要について考察してきた。本章では，域際間の経済関係の大きさ

を直接捉えた指標を分析する。まず，県外との取引のうち実物取引についてみ

ておきたい。県際間のモノと所得の流れを示す指標として県民経済計算におけ

る「県外勘定」（経常収支）が利用できる。県外勘定は，県全体として捉えた

県外取引が計上されており，国民経済計算の「海外勘定」に相当する。「県民

１０）社会工学研究所（１９８３）を参照。
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経済計算標準方式」では，県外勘定（実物取引）は経常取引と資本取引１１）に

区分して記録することになっているものの，現在のところ県民経済計算では経

常取引のみが推計されている。県外勘定（経常取引）は，経常取引について県

外の視点から記録されているので，支払欄に（当該県から見て受取となる）財

貨・サービスの移出と所得（雇用者報酬・財産所得・その他の経常移転）の支

払（同受取）を記録し，受取欄に（当該県から見て支払となる）財貨・サービ

スの移入と所得の受取（同支払）を記録する。そして支払（同受取）と受取（同

支払）の差額を「経常県外収支」として支払側に記録して勘定をバランス表示

している１２）。

県外勘定（資本取引）においては，この「経常県外収支」と「県外からの資

本移転等」（固定資本の取得または処分にかかわる資金の移転）（純）の合計が

「経常県外収支・資本移転等による正味資産の変動」として示される。この「正

味資産の変動」は県外との実物取引全体の収支尻であり，概念上は県外勘定（金

融取引）の「資金過不足」に等しくなり，さらに資本調達勘定（実物取引）の

「県外に対する債権の変動」（＝貯蓄投資差額）に一致する。なお，県外勘定（資

本取引），県外勘定（金融取引）１３）および資本調達勘定（金融取引）は，現行

の県民経済計算では作成されていない。また，「資本調達勘定」は資本形成と

その資本調達のバランスを示したものであり，実物取引と金融取引に区分され

るが，一部の自治体で資本調達勘定（実物取引）を作成しているのみで，四国

では４県とも資本調達勘定は作成していない。

さて，県外勘定（実物取引）を推計・公表している香川県，愛媛県，高知県

の３県について，まず，県際収支の全体を概観し，移出入収支および経常移転

１１）経常取引とは，所得の発生・再配分および消費活動を示す取引である。資本取引とは資
本の蓄積（投資）と資金調達・運用を示す取引である。

１２）９３SNAへの改定により，従来の県民経常余剰という概念は経常県外収支となった。この
計数がマイナスの場合は当該県の黒字，プラスは当該県の赤字を表す。

１３）金融取引（資金循環表）については鹿児島県で１９６３年以来推計が行われていたが，現
在はいずれの自治体も推計していない。
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収支に関しては後に再考察する。経済開放度あるいは対外取引依存度を示すも

のとして，０６年度の県外からの経常受取総額を県内総生産に対比してみると，

香川県９２．６％，愛媛県８１．４％，高知県５５．９％と，大都市圏（栃木県１１９％，

滋賀県１１０％など）に比べ，四国の開放度は概して低い。特に高知県の対外取

引水準の低さが際立っている。

図８～１０は，各県がどのような対外取引に依存しているかをみるために，

１９９６年度～０６年度の経常県外取引収支尻（受取－支払）の推移を項目別に示

したものである。「雇用者報酬収支」は，県境を越えた就業を反映したもので

あり，大都市周辺県では大きな所得源（栃木県２，２７０億円・対県内総生産比

２．８％，滋賀県３，４２８億円・同５．６％）になっているが，四国では３県とも規

図８ 県外収支の推移（香川県）

（備考）１．香川県「平成１８年度県民経済計算」より作成
２．県外勘定の表記とは逆に，当該県の視点から捉えているので，プラスの計数

は当該県の収支黒字を表している。
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模が小さく大きな変動も見られない。香川県，愛媛県は，７０～１００億円の県外

への支払超過で，高知県はわずかに受取り超過となっている。

利子や配当など県外との「財産所得収支」は，３県とも一貫して受取超過で

あるが，黒字幅は９０年代後半から２０００年代初めにかけて金利の低下とともに

急減する。愛媛県では，９７年度には１，４１９億円の黒字を記録したが，０４年度

には２４億円へ激減し，０６年度には８３１億円まで回復している。一方，香川県

は９７年度の５８４億円から急減したまま，０６年度も１０９億円と回復していな

い。高知県は９６年度の７３９億円から９９年度１３７億円へ急減するものの，０６

年度は７０９億円へ回復した。この期の財産所得収支の中期的な変動は利子率や

図９ 県外収支の推移（愛媛県）

（備考）１．愛媛県「平成１８年度県民経済計算」より作成
２．図８に同じ。
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配当等の動向を反映したものに他ならないが，その規模や波動パターンが異な

るのは，財産所得の源泉である預金，株式，債券等の金融資産の保有状況にか

なりの差異があることに起因するものと推測される。

経常取引全体の県際収支尻を示す「経常県外収支」は，愛媛県の場合，移出

入収支の変動とほぼ同じ波動を�っている。経常県外収支は，８０年代中頃に

一時的に赤字に転落したこともあったが，その後は黒字基調に転じ，９７年度

には３，８５６億円まで回復した。０１，０２年度は再び移出入収支の大幅赤字を受

け経常黒字は半減するが，その後は高水準を保つ経常移転黒字に支えられなが

ら期を追って黒字幅を拡大した。０６年度には好調な移出に押し上げられて

６，８３５億円（対県内総生産比１３．８％）の大幅黒字となった。愛媛県の経常収支

図１０ 県外収支の推移（高知県）

（備考）１．高知県「平成１８年度県民経済計算」より作成
２．図８に同じ。
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構造は基本的に黒字ベースでありながら，景気変動の影響を受けて波動する移

出の帰趨に左右され易い構造である。香川県では，県外取引は移出入収支が不

安定に入超と出超を繰り返す一方で，県外からの経常移転が９９年度をピーク

に期を追って減少したため，経常黒字は０６年度には１，５７１億円に半減し，対

県内総生産比も４．１％に低下した。高知県は，県外からの移転に依存する典型

的なパターンを示している。従来から，毎年度６千億円前後（同対県内総生産

比２２．６％）の経常移転を県外から取り込むことで財・サービス収支の大幅な

赤字（０６年度は対県内総生産比２４．１％）を補�し，経常バランスを保ってき

た。しかし，９９年度以降は経常移転が漸減しているため，経常収支は赤字域

を推移している。上述のように，「経常県外収支」と「県外からの資本移転」（純）

の合計は「県外に対する債権の変動」に一致している。このことから，経常収

支が黒字である愛媛県と香川県は国債や郵便貯金等の県外資産を積み増し，他

方，このところ赤字が続いている高知県は対外債務を累増している可能性があ

る１４）。

� 移出入収支

１）移出入データについて

すでに見てきたように，財貨・サービスの移出・移入は対外実物取引の大半

を占め，その帰趨は地域経済に極めて大きな影響を与える。移出入額やその収

支バランスの規模や構成を分析し，地域の交易の特徴や他地域との経済依存関

係を把握しておくことが重要である１５）。ここで，移出・移入についてさらに詳

細に検討しておこう。

公表されている移出入に関する統計には，県民経済計算の「移出・移入」の

１４）経常収支黒字の場合は県外への資本投資で，赤字の場合は県外からの資本受入れで調整
している可能性があるが，その部分については，３県とも資本調達勘定を推計していない
ので把握できない。

１５）原勲（２０００年）は，移出入収支が貯蓄投資バランスを通して，地域間の経済成長力格差
や所得水準格差をもたらす要因としても注目している。
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他に，各県の地域産業連関表における「移出・移入」がある。財・サービスの

域際収支については，産業連関表の数値がより正確でしかも産業部門別の詳細

な計数が利用できるので，地域経済循環構造の分析にはより有効なデータであ

る。しかし，作成は５年毎で，公表も対象年から５年ほど遅れている１６）。

一方，県民経済計算における移出入は産業連関表の数値をベンチマークにし

て毎年推計されているものの，県外取引の正確な補足は困難であり，県民経済

計算の移出入は統計上の不突合を含む調整項目として計上されている場合もあ

る。それでも多くの県では経年的に一定の計算方法に従って捕捉推計されてい

るので，移出入の実態を総括的に示すデータとして利用可能である。

２）輸出・輸入と移出・移入の関係

地域間の移出入について分析する前に，その背景にある日本経済の輸出入と

の関係について触れておきたい。図１１は，１９９６年度から２００６年度について，

日本の輸出依存度（輸出／国内総生産）・輸入依存度と全県合計の移出依存度

（移出／県内総生産）・移入依存度の推移を比較したものである。輸出依存度（左

目盛）は，バブル崩壊直後の最低水準から，９６年度には９．６％まで回復し，そ

の後は横ばい状態で推移した。０２年度に１０．３％をつけた後は期を追って上昇

テンポを速め，０６年度には１６．４％（０７年度は１７．９％）と過去最高を更新した。

この１０年間で輸出は実額にして３２兆８，３５４億円増加し，輸出依存度は６．８ポ

イントも上昇した。輸入依存度も同様の動きを�り，９．６％から１５．０％へ上昇

した。グラフ上の２つの折れ線のポイント差が，輸出と輸入の差額である純輸

出が国内総生産に占める割合に相当する。このいわゆる外需比率は，９６年度

の０．４％と９８年度の１．９％の間を上下しながら，０６年には１．４％の水準にある。

一方，全県合計の移出依存度（右目盛）は，９６年度の７１．５％から０２年度は

６７．７％まで低下し，その後は上昇傾向に転じ０６年度は７４．０％と期中ピークを

つけた。それでも１０年間の上昇幅はわずか２．５ポイントに止まっている。移

１６）産業連関表に基づく四国４県の県際収支の分析については，福田善乙他（１９９６）が詳し
い。
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入依存度は，下降気味に推移した後，０２年度以降は緩やかに上昇線を�って

いる。純移出は，移出依存度の上昇を受けて，この１０年間で８．５％から１０．８％

へ，２．３ポイント上昇した。

このように輸出入依存度と移出入依存度が明らかに異なるトレンドを示して

いるのは何を意味しているのか。まずデータ上の問題がある。県民経済計算に

おける移出・移入には，国内の県間取引と海外との輸出・輸入の双方が含まれ

ているので，概念上は移出・移入の全県合計額から日本の輸出・輸入額を差し

引いた差額が国内における県間取引額ということになる。しかし，国民経済計

算と県民経済計算とでは推計方式や基礎資料等の状況が異なるため，概念上は

同一項目であっても，国民経済計算の値と県民経済計算の全都道府県集計値と

の間にはかなりの乖離があるのが現状である。とくに県際間の財貨・サービス

図１１ 日本の輸出入依存度と全県合計の移出入依存度

（備考）１．内閣府「平成１９年度国民経済計算確報」および「平成１８年度県民経済計算」よ
り作成

２．輸出入依存度（左軸目盛）は国の計数，移出入依存度（右軸目盛）は全県合計
値から算出
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取引の正確な捕捉は困難であり，移出額・移入額のうち県間取引に関する部分

はかなりの推計誤差を含んでいる可能性がある。したがって，両者の実額をそ

のまま比較してその差額について云々することは慎重でなければならな

い１７）。ただ，上述の輸出・輸入依存度および移出・移入依存度は，それぞれ同

一系列のデータを分母分子において算出された比率であり，その相対的な関係

をある程度正確に反映しているとみることができる。さらに，依存度の時系列

的な変動パターンに見られる差異は，実態として輸出・輸入と移出・移入が異

なる傾向を�っていることを示していると看做してよいだろう。

つまり，この２つのトレンドの乖離は次のように理解してよいだろう。日本

経済は従来からのサービス経済化の進展に加え，９０年代後半以降，生産拠点

の海外移転・現地生産の拡大をさらに推し進める一方で，国内生産拠点の縮小

などに伴う国内需要の低迷に対応して海外への輸出を急拡大してきた。このた

め，輸出主導型の景気拡大が続いていたにもかかわらず，一部の都道府県を除

き，多くの県で国内他地域との取引が伸び悩み，相対的規模を示す移出入依存

度や移出入比率は低下したのである。国際的規模での社会的分業の進展は，国

内地域間の関係を希薄化させ，日本の地域構造を激変させるとともに，個々の

地域内の有機的な経済構造をますます弱体化している。

３）四国の移出入収支

四国各県の移出（受取）額と移入（支払）額および純移出の推移をみると，

図１２～１５のようである。徳島県では，一貫して移出入収支は赤字である。９９

年度から２０００年度にかけて移出が２千５百億円，移入が３千億円ほど急増

し，０１年度に収支赤字は３千億円を超えた。その後は移出が伸びて赤字幅は

１千億円余りに縮小している。香川県はほぼ収支が均衡しながら，対外取引の

規模が漸減している。黒字額は７０年代後半から８０年代前半期には５千億円を

越えていたが，移出の長期低迷によって黒字幅は減少を続けた。これまで県経

１７）仮に，この差額を計算してみると，１９９６年度の３６４兆円に対し２００６年度は３７５兆円と
なり，１０年間の増加額は１１兆円弱で，年率に換算して０．３％の増加率に止まっている。
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図１２ 徳島県移出入収支

（備考）徳島県「平成１８年度県民経済計算」より作成

図１３ 香川県移出入収支

（備考）香川県「平成１８年度県民経済計算」より作成
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図１４ 愛媛県移出入収支

（備考）愛媛県「平成１８年度県民経済計算」より作成

図１５ 高知県移出入収支

（備考）高知県「平成１８年度県民経済計算」より作成
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済を支える基盤であった移輸出産業が産業高度化や国際化等に対応できていな

いことを示している。

愛媛県では，移入が３兆２～３千億円規模で安定的に推移しているのに対

し，移出は９０年代前半の規模をやや縮小しながら５千億円ほどの振幅で増減

し，０１年度の２，１６７億円の赤字から０６年度は３，０５６億円の黒字へと大きく変

動している。これは愛媛県経済の不安定な対外取引構造を反映するものであ

る。高知県の移出入収支は一貫して大幅な赤字基調を�ってきた。０６年度の

移出額は６，８３３億円，移入額は１兆２，４０１億円で，収支は５，５７１億円の大幅赤

字となっている。移出は２０００年度に落ち込んだ後，その後の景気拡大局面に

おいても，増加することなく横ばいを続けている。９０年代後半に入り収支赤

字が膨らみ，０１年度の赤字額は６千５百億円に拡大し，その後も移出額の９

割前後の高水準で推移している。最近は移入の落ち込みによって赤字幅が幾分

縮減している。赤字の主因は加工貿易型の県外需要産業が少なく製造業の移出

が極めて低位に止まっていることにある。食品加工業さえ移入超過という状態

にあり，中間財の移入が移出の増大につながっていない。県外からの所得移転

に賄われた中間・最終需要の増加はさらに移入を増大させるが，移出の増大に

はあまり貢献しないという循環構造になっている。

� 移出比率と自給率

つぎに，移出および移入とその他の経済諸量の関係をみておこう。県の経済

規模と対外取引の関係については，すでに２－�において，経済の開放度の１

つの指標として，総供給に占める移入比率および総需要に占める移出比率の動

向と構成について分析した。四国各県の移出入比率はバラツキが大きく，開放

度の格差が著しいことが確認された。

ここでは，移入率については総供給に占める割合ではなく，地域産業連関表

で最も一般的に用いられている移入率（移入／県内総需要）をもとに自給率（１

－移入率）を算出した。県内自給率は県内の経済活動にともなって発生する財
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貨・サービスに対する県内総需要のうち県産品によって賄われた割合を表わし

ている。この県内自給率と移出比率（総需要に占める移出の割合）の関係を全

県についてプロットしたのが図１６である。移出比率と自給率の間には明らか

な逆相関（相関係数：－０．７７）１８）の関係が見られる。自動車など外需依存型の

加工産業が立地する滋賀，三重，栃木などでは移出比率が高く自給率が低い。

他方，第一次産業や域内需要型産業のウエイトが比較的高く，外需型の産業基

盤が弱い北海道，沖縄，高知は，移出比率が低く自給率が高い。全県平均の移

出比率は２８．８％，自給率は６５．５％であり，徳島県（移出比率：２５．５％，自給

率：６３．８％）と愛媛県（同２６．５％，６７．０％）はほぼ中間グループに属する。

香川県（同３０．９％，５５．８％）は移出比率が高く自給率が低い外需依存タイプ

であるが，後述のようにこのグループに属する他県に比べて一人当たりの県内

総生産が小さい。高知県（同１３．２％，７２．４％）は，移出比率が全県中最も低

く，自給率は上位層にある。自給率の高さから高知県は一面では地域内経済循

環が盛んであるともいえるが，むしろ加工移出産業の基盤に乏しいために，移

入品の中間投入が少ないというのが実態であろう。高知県とは異なり，経済の

工業化が急速に進展している地域では，地元の資源や産業集積に依存するより

は，むしろ域外からの原材料・部品の供給を積極的に受け入れるために自給率

は低くなるというのが，これまでの先進工業地域で見られた特徴である。

� 純移出と経済規模（一人当たりの県内総生産）

地域外との財貨・サービスの取引にかかわって，各県経済は県外から原材

料・部品を輸入し，それに付加価値を上乗せして移出し，その差額である純移

出に相当する所得を県外から得るという活動を行っている。そこで純移出と経

済活動の成果の大きさとの関係をみるため，東京都を除く全道府県について，

純移出と１人当たり県内総生産との相関図を描いてみた（図１７）。純移出率は，

１８）東京都を除いた相関係数は－０．８２となる。

７２ 松山大学論集 第２１巻 第１号
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大都市圏から遠隔の地方圏（北海道，北東北，山陰，四国，九州，沖縄）と一

部の大都市周辺地域（奈良県）でマイナスであり１９），これら地域では１人当た

りの県内総生産の規模も比較的小さい。一方，大都市圏や自動車工場が立地す

る静岡県，滋賀県，広島県などの工業集積地では，純移出率と１人当たりの県

内総生産の水準がともに高いということが分かる。また，純移出と１人当たり

の県内総生産の関係を全体として捉えた相関係数は０．８７と高く，両者の間に

強い因果関係が存在する可能性を示唆している２０）。つまり，純移出比率を高め

るほど一人当たりの県内総生産が大きくなるということであり，対外交易の拡

大を通した純移出の嵩上げが地域経済を発展させる基本方向としてみえてく

る。

４ 県民所得格差と移転収支

� 移転収支

地域際収支が地域経済に与える影響を明らかにしようとする場合，財貨・サ

ービスの移出入収支とともに，財貨・サービス等の反対給付を伴わない所得移

転，すなわち経常移転と資本移転についても考慮しなければならない。経常移

転は主に財政移転収支（国からの補助金等－国税）と社会保障収支（給付－負

担）からなる。これまで地域経済は国からの財政トランスファーを財源とする

公共投資等の財政支出に大きく依存してきた。しかし，財政逼迫が続くなか

で，国からの財政トランスファーは大幅に減額される方向にあり，すでに地域

経済や行財政運営に深刻な影響が及び始めている。もともと財政トランスファ

ーは高所得地域から低所得地域へ財政移転を行うことで，地域間の所得格差の

是正を目的としたものである。公共投資等によるインフラ整備にもかかわらず

なお経済基盤が脆弱で所得水準が低く税収も少ない地域ほどトランスファー削

１９）大都市周辺県では，雇用者報酬などの県外からの所得が大きいので，１人当たり県民所
得水準が低いわけではない。

２０）峰岸直輝（２００５）の，０１年度についての分析でも同様の結果が得られているが，０６年
度にはこの関係は一層強まっている。
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減の影響は大きい。他方，そうした地域では高齢化の急速な進展にともなって

年金などの社会保障給付が増大しており，所得水準格差を改善する上で相応の

効果をもたらしている。そこで，まず四国地域の所得水準格差の現状をみてお

こう。

� 県民所得

地域所得格差は，１人当たり県民所得，あるいは１人当たり県民可処分所得

の国に対する格差で表される。県民所得は県内各部門の自立的な生産活動に

よって生み出された純付加価値額（県民雇用者報酬＋財産所得＋企業所得）で

あるのに対し，県民可処分所得は県民所得（要素費用表示）に純間接税と県外

からの純経常移転を加えたものであり２１），県内各部門の手元に残った処分可

能な所得の総額である。図１８は，１人当たり国民所得に対する四国４県の１

２１）県民所得（要素費用表示）＋（生産輸入品に課される税－補助金）＝県民所得（市場価表
示），県民所得（市場価格表示）＋県外からの経常移転（純）＝県民可処分所得

図１８ 所得水準の推移（全国＝１００）

（備考）内閣府「平成１９年度国民経済計算」，「平成１８年度県民経済計算」より
作成
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人当たり県民所得の格差の推移を示している。２００６年度の１人当たり県民所

得は，４県とも国（２９２．４万円）を下回り，格差水準は，香川県９３．０％，徳島

県９２．１％，愛媛県８５．１％，高知県７４．２％の順になっている。格差の推移をみ

ると，香川県は，バブル崩壊直後の一時期を除き全国水準の９０％台を維持し

てきた。０２年度に９７．５％とほぼ全国水準に達したが，その後は再び格差が拡

大している。徳島県は，８０年代の８５％前後から，９０年代に入って順調に格差

を縮小し，０３年度は１０２．１％と初めて全国水準を上回った。だが，その後３年

間で１０ポイントも急落した。愛媛県は，９０年代初期に８０％を割り込むことも

あったが，９６年度に９１．３％まで改善した。その後は再び水準を切り下げ，０５

年度には８２．８％に落ち込んだ。高知県は，８０年代前半までは８０％を超える水

準にあったが，その後急速に低落し９０年代初期には７０％前半まで落ち込ん

だ。その後はわずかに格差を縮小しながら推移し，０１年度は７７．４％まで改善

した。だが，０５年度には６９．７％と最低水準に下落した。香川県と徳島県は格

差を縮めた時期もあったが，最近年は４県とも格差が拡大する方向を�ってい

る。

一方，全国との格差を１人当たり可処分所得で比較すると，図１９に示され

るように，格差の様相はかなり異なってくる２２）。徳島県は，一貫して全国の水

準を上回っており，０３年度は１５．６ポイントに差が広がった。香川県は，やや

全国を上回る水準で推移してきたが，０４年度以降は全国を少し下回っている。

愛媛県は，期を通して４県中最低レベルにあり，全国を幾分下回る９０％～

９５％の狭い範囲内で変動している。同じく０４年度以降は格差がやや拡大した。

ここでとくに注目されるのは，高知県の場合，１人当たり可処分所得で比較す

ると，常に愛媛県を上回り，全国並みかむしろ幾分上回る水準を保ってきたこ

とである。これは，高知県が県内で創出した所得に加えて，国からの財政移転

２２）２００６年度の国民１人当たり可処分所得は３１７．１万円で，１人当たり国民所得を２４．７万
円上回る。国民可処分所得の場合は，国内の各部門間の経常移転が相殺されるので，国民
可処分所得は市場価格表示の国民所得に海外からの経常移転（純）を加えたものに等しく
なる。
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や社会保障給付に大きく依存して所得水準を維持している結果にほかならな

い。他の３県についても程度の差はあれ同様の事情があることは，財政支出の

抑制にともなって０４年度以降そろって大幅に可処分所得水準を切り下げてい

ることが裏付けている。

そこで，県外からの経常移転収支が格差縮小にどの程度影響しているかをみ

るため，表４に，県民所得（要素費用表示）と県民可処分所得とのギャップを

示している。ギャップのうち県外からの経常移転が実質的な補�部分であり，

純間接税は要素費用表示と市場価格表示の調整部分である。高知県では，０６

年度の県民可処分所得は県民所得の１．３９倍で，差額は６，７３６億円（１人当た

り８０万円）と極めて大きい。この場合，対外依存といっても県内産業の生産

活動が財・サービスの移出入を通して県外に依存しているというのではない。

所得あるいは財源そのものを反対給付なしに，しかも県内で自立的に創出した

所得の３０％という高い割合を県外からの経常移転（純）に依存しているので

ある。上記のグラフは，移出入赤字を経常移転で補�するという循環構造を維

図１９ 可処分所得水準の推移（全国＝１００）

（備考）内閣府「平成１９年度県民経済計算」および各県「平成１８年度県民経済計算」より
作成

県民経済計算からみた地域経済構造 ７７



持していくことがすでに困難な局面にきていることを示している。徳島県も両

所得の開差は大きく，実額で５～６千億円，県民所得の２５％ほどが県外から

移転されていることになる。もともとそれほど低くない県民所得水準の上にこ

の部分が上乗せされて，１人あたり県民可処分所得は全国を上回る水準を保っ

ている。愛媛県の場合，７０～８０年代には県民可処分所得は県民所得の約１．１

倍余りで推移していたが，９０年代に入って拡大している。９６年度の１．１２倍か

ら０６年度は１．１９倍となり経常移転への依存度が高まった。開差の半分は経常

移転収支の黒字によって埋められている。香川県では，もともと２つの所得に

あまり差はなく，ギャップ（１．１８倍）の大半は，純間接税すなわち要素費用

表示と市場価格表示の差である。上記のように，四国各県の地域経済は程度に

差はあれいずれも，県外からの経常移転に依存する状態が続いている。今後の

経常移転（財政移転・社会保障移転）の動向次第で四国経済は重大な影響を受

けることになろう。

� 公的支出への依存度

県外からの経常移転のうち，財政移転は政府間（中央政府と地方政府，ある

いは地方政府間）の移転であり，その収支は，基本的に地方交付税，国庫支出

金，地方譲与税など国から地方公共団体への財政移転と国税との差額と定義さ

れる。

ところで，四国４県について財政移転額を算定する場合，県民経済計算のデ

徳 島 県 香 川 県 愛 媛 県 高 知 県

年 度 １９９６ ２００６ １９９６ ２００６ １９９６ ２００６ １９９６ ２００６

県 民 所 得 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

純 間 接 税 ５．５ ６．８ ９．１ １２．１ ７．８ １０．９ ６．５ ８．８

純 経 常 移 転 １９．２ １８．１ ５．５ ４．１ ４．２ ８．４ ２９．３ ３０．５

県民可処分所得 １２４．８ １２５．０ １１４．７ １１６．１ １１２．１ １１９．３ １３５．８ １３９．３

表４ 県民所得と県民可処分所得の開差

（備考）各県「平成１８年度県民経済計算」より作成
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ータには大きな制約がある。上述の県外勘定では「県外からのその他経常移転」

の支払・受取の総額のみが表示され，財政移転収支や社会保障給付などの内訳

項目は示されていない。９３SNAでは，中央政府から地方政府への地方交付税

交付金，義務教育費国庫負担金などの経常移転は「制度部門別所得支出勘

定」２３）において「その他の経常移転」の内訳項目である「一般政府内の経常移

転」に計上されることになっている。県際取引を分析する上で，「制度部門別

所得支出勘定」は，制度部門および県外部門間で所得が最終的にどのように振

り分けられているかを示す有用な資料である。さらに，国との間の財政移転を

把握するためには同勘定の付表「一般政府の部門別（国出先機関，県・市町村，

社会保障基金）所得支出取引」が必要であるが，四国４県とも公表していない。

国，地域間の財政移転の推計は税務統計などの資料からも可能であるが，ここ

では各県経済が公共投資を中心とする公的支出にどの程度依存しているかを検

討するにとどめる２４）。

わが国では地域間の公正性ないし国全体の効率性の観点から国税として徴収

した税金の一部が，地方交付税，国庫支出金，地方譲与税などとして財政状況

の厳しい地方政府に財政移転されている。これまで地域経済はこれらの国から

補�された依存財源あるいは地方税などの自主財源を源泉とする公共投資等の

公的支出によって大きく支えられてきた。経済基盤が比較的脆弱な四国では，

本四３架橋や県都を結ぶ高速道「エックス・ハイウエイ」の建設などが，建設

期間中は地域に大きな有効需要をもたらした。９０年代後半には，設備投資，

２３）制度部門別所得支出勘定に示される移転には，「財産所得」と「その他の経常移転」と
があり，「その他の経常移転」は，１．所得，富等に課される経常税（直接税），２．現物
社会移転以外の社会給付［「社会保険給付」（社会保障基金からの現金による社会保障給付，
年金基金による退職年金給付等，無基金）］と「社会扶助給付」および社会負担［「現実社
会負担」（「雇い主の現実社会負担」，「雇用者の社会負担」）と「帰属社会負担」］３．その
他の経常移転（「非生命保険取引」，「一般政府内の経常移転」，「他に分類されない経常移
転」）の３つに分類される。

２４）貯蓄投資バランスから地域経済の循環構造を分析したものとして，宍戸（２０００），谷沢
（２０００）を，また，財政を通じた地域間再分配の実証研究については，林宣嗣他（１９９７）を
参照されたい。
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徳島県 香川県 愛媛県 高知県

個人消費等の民間需要の低迷状態が続くなかで，数次にわたる経済対策が実施

され，公共事業は堅調に推移して四国経済の下支えに一定の効果を発揮した。

図２０は，四国経済が，公共投資にどの程度依存しているのかをみるため，

名目県内総生産に占める公共投資（公的固定資本形成）比率の推移を示したも

のである。公共投資依存度は，全県計で１９９６年度の７．７％からから２００６年度

の４．０％へと直線的に低下している。香川県はもともと公共投資依存度が低

く，全県計をやや下回る水準のまま同様の動きをたどり，公共投資依存度は

５．５割（７．５％→３．４％）も低下した。愛媛県では公共事業が実額で２千７百億

円余り減少して，公共投資依存度は半分の水準に下落した。徳島県は０１年度

図２０ 名目県内総生産に占める公的固定資本形成

（備考）内閣府「平成１８年度県民経済計算」より作成
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までほぼ横ばいで推移した後は低下に転じたものの，依存度の低下幅は４割ほ

どに止まり，なお高水準に止まっている。高知県の公共投資割合は９９年度に

１８．０％のピークをつけた後，０１年度以降，公共投資が年率１５％を越えて急減

し，０６年度は直近最低ラインにある。高知県はこれまで移出入収支の大幅赤

字（支払超過）というかたちで，県内需要の２０％余に相当する所得を県外に

漏出させ，これを埋め合わせるために公共投資等の公的需要へ大きく依存して

きた。しかし，このところの国からの財政移転を財源とする公共投資の大幅で

急激な削減は，漸増する社会保障給付移転をもってしても補�できず，０１年

度以降，経常収支赤字が続くという構図が定着しつつある。

なお，公的固定資本形成に政府最終消費支出および政府在庫品増加を加えた

公的支出全体への依存度でみると，全国に比べ四国の公的依存度はさらに高く

なる。２００６年度の国の公的支出依存度（国民総支出に占める公的支出の割合）

は２１．７％であるのに対し，徳島県３２．３％，香川県２４．６％，愛媛県２７．４％，高

知県４０．０％と，４県とも全国以上に公的依存度が高い。とくに，純移出が大

幅赤字の高知県と徳島県は，民間の需要不足を恒常的にしかもかなり高い水準

で公的部門に依存する状態が続いている。政府最終消費支出はいわば帰属計算

のような側面があり，民間消費や公共投資のように貨幣的対価を伴う財貨・サ

ービス需要ではないが，人件費や物件費支出を通して，県内需要を支えている

ことに変わりはない。

� 所得の再分配

１）家計部門への社会保障移転

中央政府や社会保険基金などの県外からの経常移転を含む社会保障ルートの

経常移転は直接家計に移転されて，給付と負担の差額（純受益）分だけ可処分

所得を増減させる効果がある。２００１年以降，これまで地域経済を支えてきた

財政移転が削減され，それを財源とする公共事業が低迷する一方で，高齢化の

進展に伴いほぼすべての地域で社会保障給付（公的年金給付，医療・介護給付

県民経済計算からみた地域経済構造 ８１



など）の移転が増加している。漸減する財政移転に替わって，社会保障給付の

移転が地域間の所得再分配機能を担うようになってきた。高齢化率が高く社会

保障依存度（社会保障給付費／県内総生産）が高い地域の多くは，一人当たり

県内総生産が小さく，これまで公共事業依存度が高かった地域である。

ここで，社会保障給付費の全体を示す源データが得られないので，社会保障

給付費の５割強を占める年金について地域的配置をみておこう。図２１は，２００５

年度について各県別に年金給付総額の対県民所得比と高齢化率との関係を示し

たものである。高齢化率と年金割合との間には明らかな正の相関関係（相関係

数：０．８３）が認められる。高齢化率が伸長している山陰・東北・四国・南九州

などでは年金依存度が高く，関東・近畿・愛知など大都市圏では両比率とも低

くなっている。財政移転のように国の政策的調整を経た再分配ではないが，地

域間の高齢化の進展度の差によって，結果的に社会保障の給付と負担を通して

地域間の所得再分配機能を果たしている。社会保障給付のウエイトは県民所得

に占める年金総額の割合でみると，１９９６年度と２００５年度の間に全県計で

６．３％から１０．１％へ高まっている。今後さらに高齢化が進むにつれてそのウエ

イトが高まることが確実視される。もっとも，長期的には大都市圏での高齢化

が急速に進行することが予測されるので，社会保障給付の移転による地域間所

得再分配機能は逆転する可能性がある２５）。

四国についてみると，高齢化率は全国２０．２％に比べ，高知県２５．９％，徳島

県２４．４％，愛媛県２４．０％，香川県２３．３％と４県とも高齢化率が高い。一方，

県民所得に占める年金総額の割合は高知県が１５．２％で全国１位，愛媛県

１４．３％（４位），香川県１３．７％（６位）と高く，徳島県は１１．２％で中位にある。

年金総額を製造業の県内総生産に対比すると，高知県は１．１３倍，愛媛県は

０．４９倍，香川県０．５２倍，徳島県０．３６倍に相当し，すでに地域経済を支える

２５）社会保障給付の地域間所得再分配機能については，厚生労働省「平成２０年版 厚生労
働白書」３４～３７ページ，および内閣府『平成２０年版 経済財政白書』２１５～２１８ページを
参照されたい。
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大きな所得源泉になっている。

２）家計の受益と負担

さいごに，四国の家計部門（個人企業を含む）における対政府収支の大まか

な状況を，９６年度と０６年度について要約して示しておこう（表５）。家計は

直接税（国税・地方税）や社会保険料などの公的負担をする一方で，その反対

給付として社会保障給付や社会扶助費などの社会福祉給付を受け取る。この給

付と負担の差額は家計部門が中央政府および地方政府からどの程度の純受益を

得ているかを示している２６）。

各県共通して，負担面では，社会保障負担が横ばいしているのに対し，直接

税は減税や雇用者所得の伸び悩みによって大幅に減額し，負担合計は１割ほど

減少した。他方，給付面では４県とも社会保障給付が伸張し，純受益の大幅増

をもたらした。愛媛県では，この１０年間に社会給付が２４％も伸びて，純受益

は倍増した。０６年度には家計の受取超過は４，０６２億円，可処分所得の９．４％と

なった。香川県は，直接税は減額したものの，社会給付の伸びが小さく，純受

２６）ここでは，家計の現金収支を伴う取引のみを計上している。家計の受益と負担について
は，負担面では雇主が社会保障基金に支払う「雇主の社会負担」，受益面では社会保障基
金による医療保険給付等の「現物社会給付」についても考慮する必要がある。

徳 島 県 香 川 県 愛 媛 県 高 知 県

年 度 １９９６ ２００６ ０６／９６ １９９６ ２００６ ０６／９６ １９９６ ２００６ ０６／９６ １９９６ ２００６ ０６／９６

給
付
現物社会移転以外
の社会給付 ３，６２６４，２７８ １．１８４，７２９４，８１０ １．０２７，１５４８，８７５ １．２４４，３９３５，０５６ １．１５

負
担

雇用者の社会負担１，３９２１，３８１ ０．９９２，１９３２，２２４ １．０１２，８１０２，８６１ １．０２１，５３１１，４７１ ０．９６

直接税 １，３５６１，０５７ ０．７８１，９３４１，５３９ ０．８０２，２５７１，９５３ ０．８７１，２１７ ９４７ ０．７８

負担計� ２，７４８２，４３８ ０．８９４，１２７３，７６３ ０．９１５，０６８４，８１３ ０．９５２，７４８２，４１８ ０．８８

純受益�－� ８７８１，８４０ ６０１１，０４８ ２，０８６４，０６２ １，６４５２，６３８

対可処分所得比％ ４．４ ７．７ １．８ ３．３ ４．５ ９．４ ８．８ １５．５

表５ 家計部門（個人企業を含む）の公的負担と給付 （単位：億円）

（備考）１．各県「平成１８年度県民経済計算」より作成
２．現物社会移転以外の社会給付は�現金による社会保障給付�年金基金による社
会給付�無基金雇用者社会給付�社会扶助給付より成る

８４ 松山大学論集 第２１巻 第１号



益は１，０４８億円，可処分所得の３．３％に止まっている。徳島県は，負担が１割

減少し，社会給付が１８％増えたので，純受益は１千億円近く増えて，可処分

所得の７．７％に増えた。高知県は，高齢化率が高く従来から公的給付への依存

度が高い上に，社会給付が１５％増え，直接税が２割以上減ったため，純受益

は１千億円増えて，可処分所得の１５．５％を占めるまでになった。高齢化が進

展する途上で，すでに公的支出に大きく依存する家計構造となっている。

お わ り に

以上，各種の県民経済計算データを利用して，１９９０年代後半から２０００年代

前半期における四国経済の現況を，主に開放性・自立性という視点から分析を

試みた。そこでは四国各県経済の循環構造に見られる共通性と異質性が明らか

となった。まず，この期の成長パターンをみると，四国４県ともバブル経済崩

壊後の長期不況過程においては好況と不況の不安定な動きを繰り返し，２００１

年以降の輸出主導の景気回復過程では移出の不振と財政移転の削減によって低

迷する実態が示された。各県の特質としては，総供給・総需要構成に見られる

香川県の開放性と高知県の移出基盤の脆弱さは対照的であった。域際収支の取

引項目別収支からは各県経済の県際取引構造の特徴を捉えることができた。ま

た，所得格差については，全国水準に近づきつつある香川県が移出の不振から

伸び悩んでいること，慢性的な移出入赤字ながら全国を大きく上回る可処分所

得水準を維持する徳島県の特異性などが明らかとなった。一方，大幅な移出入

赤字によって全国の８割弱の所得水準に止まる高知県では，家計をはじめ各経

済部門が県外からの財政移転に依存するという循環構造が厳しい局面に至って

いることが確認された。愛媛県は移出が景気波動の影響を受けやすく，社会保

障移転が伸張しているにもかかわらず，１人あたり可処分所得水準は他３県を

かなり下回って推移している。四国経済は全体として，公共投資等の公的支出

への依存度が高く，財政支出削減の深刻な影響が現れている半面で，高齢化の

進展に伴う社会保障移転の漸増によって全体としての域際バランスを保ってい
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る現状が析出された。

もちろん，本稿での県民経済計算データに依拠した数量的な分析結果から直

ちに地域の発展・成長戦略が見えてくるわけではない。地域経済構造を形成す

る要因は一様ではない。そのまま利用できる戦略モデルが四国や日本のどこか

の地域に見出されるものではない。それぞれの地域には特有の状況があり，そ

れら諸要因をより綿密に分析する必要がある。ただ，今日の国際化や財政逼迫

を前提とすれば，四国以外のどの地域においても脆弱な経済基盤のまま財政・

社会保障への依存を続けることは困難であり，地域の各層が地域の実状を総体

として認識し，地域の自立的な発展方向を探求していくことが求められている。

さいごに，こうした観点からも県民経済計算をはじめ各種情報を行政と県民

が共有し利活用していくことが不可欠である。国とともに地方自治体における

統計環境のさらなる整備に期待したい。
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